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＜労働生産性上昇率＞
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＜実質ＧＤＰ成長率＞

（注）実質ＧＤＰ = 労働生産性 × 労働投入量（就業者数 × 労働時間）
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消費者物価（総合） ＧＤＰデフレーター
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＜名目ＧＤＰ成長率＞

（参考）消費者物価上昇率とＧＤＰデフレーター上昇率の推移

(注）消費者物価の対象は輸入品を含む消費財であり投資財等は含まない。他方、ＧＤＰデフレーターの対象は消費財
のみではなく投資財等を含み、輸入品は控除している。こうした両者の対象範囲の違いに加え、統計手法の違い
により、ＧＤＰデフレーター上昇率は消費者物価上昇率を下回る傾向にある。

日本銀行は、物価安定
目標を２年程度の期間を
念頭に置いて、できるだ
け早期に実現

消費者物価上昇率
の「物価安定目標」

２％
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実質ＧＤＰ
（寄与度）

海外からの実質所得の純受取
（寄与度）

交易利得・損失
（寄与度）

（参考）実質ＧＮＩと実質ＧＤＰの関係

実質ＧＮＩ ＝ 実質ＧＤＰ
＋海外からの実質所得の純受取
＋交易利得・損失

（注）過去10年間の交易条件悪化による交易損失の拡大は26兆円に及ぶ。
（交易利得・損失の2002年度から2012年度への変化額（2005年暦年を基準時点として評価））

＜実質国民総所得（実質ＧＮＩ）成長率＞
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（参考）
１．名目国民総所得（2011年度：488 兆円）は、

・雇用者報酬 245 兆円 構成比 50%
・財産所得（非企業部門） 20 兆円 〃 4%
・企業所得 82 兆円 〃 17%

等で構成されている。

２．また、名目国民総所得は、名目ＧＤＰ（473兆円）に海外か
らの名目所得の純受取（15兆円）を加えたものに等しい。

＜1人当たり名目国民総所得（名目ＧＮＩ）＞

（備考）1人当たり名目国民総所得は、各年度の名目国民総所得を総人口で除したもの。 93年度以前の名目国民総所得は
平成12年基準（93ＳＮＡ）及び平成２年基準（68ＳＮＡ）の対前年度増加率を用いて作成している。


